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案件形成促進のために

• 現行方式の評価しうる側面
• 支障のあるところを外して指定する国レベルの手続き

• 漁業に支障（8条1項5号） 漁港・港湾・海岸保全等（同6号）
• 農水、環境、その他関係行政機構の長との協議、知事の意見、協議会の意見（8条5項）

• 協議会を通して地元との調整も行う仕組み→トータルで高い評価に値する
• 海域全体の海洋空間計画を先行すべきとの見解⇔全体計画策定のコスト大
• 再エネ海域利用法は計画代替的なモデル立法と評価

• 国家的利害関係の事前調整 地域的利害関係の事前調整
• その上で特定目的の海洋利用の空間各停→海洋利用度が低い時期の実質的海洋空間計画
• 他の個別利用需要の顕在化→当面同様に立法→その集積を待って海洋空間計画へ

• Not 漁業補償 but 基金（KW×250×30）←20世紀型漁業権消滅補償の不幸の回避

• EEZにつながる沖合展開を考えた時の問題点
• 協議会の利害関係者の範囲 とりわけ漁業権者以外の許可漁業者の参加

• 利害調整の仕組みをどう構築するか。基金は機能するか？

• 指定区域の日本海側への偏り→将来EEZ展開の際の問題（隣国との境界）
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案件形成促進のための課題 １）

•案件形成の進み方の予想
• 沿岸域→沖合深いところの領海→領海すぐ外のEEZ→遠いEEZ
• 沖合遠くに行くほど沿岸地方自治体の利害減少、より広範な影響

• 利害関係者の範囲（漁業権者と許可漁業者 関係の自治体の範囲）

•領海のすぐ外のEEZ
• 地方自治体の管轄は領海まで 公海であるEEZに及ばず
• 国の直轄海域 改正案 協議会には知事が入らず
• 39条2項4号「その他経産・国交大臣が必要と認める者」で読むか？

• 領海内では固定資産税、事業税は地方税、EEZに地方税はない
• 現在海域の占用許可料は国、そもそも占用許可制度なし→占用保護の行政なし？
• 安全水域の設定による事実上の海域占用の保護？
• 施設の設置許可の性格→設置許可料で代替するのか？
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浮体式の導入拡大
幼稚産業に対する産業政策の必要性
• 市場からの撤退防止のための諸施策の検討→第4ラウンドを目指して合同会議で議論

• 技術開発の促進のための産業政策の必要性
• 参考 電子産業の産業政策 來生『産業経済法』（現代行政法学全集30）（ぎょうせい 平成8年）
• 臨時措置法の体系 21年間時限立法、改正を繰り返す→メッセージ効果の大きさ

•  1967（昭和32）年 電子産業振興臨時措置法（電振法）
•  1971（昭和46）年 特定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置法（機電法）
•  1978（昭和53）年 特定機械情報産業振興臨時措置法（機情法）

• 通産大臣が「高度化計画」策定⇔メッセージ効果 政府と関連企業企業の水平的・垂直的・多角的連携の情報化
• 政令指定の対象事業に、
• 製造・生産技術の促進のための試験研究の内容、完成の目標年度、工業生産開始の目標年度、目標年度の生産量、目標年度

における性能、品質、生産費等を規定
• 政府の資金確保義務⇔GX基金 次ページ以下詳細
• 独禁法適用除外の合理化カルテルの指示

• アウトサイダー規制←20世紀的、今日では不可能 内外無差別も大前提

• 租税の優遇措置 法人税軽減、特別償却⇔？

• 鉱工業技術研究組合法の制定と運用→2403 FLOWRAの設立
• 鉱工業技術試験研究補助金制度でIBM対抗機の開発←出産育児ケアの典型と評価

• 民間の行動しやすい環境形成
• 占用許可制度を設けないことに合理性があるか→ファイナンス面で導入抑制的になりはしないかという心配

5



6

こ
れ
ま
で
の
洋
上
風
力
政
策
の
進
捗 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/yojo_furyoku/pdf/024_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/yojo_furyoku/pdf/024_01_00.pdf
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